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教授会の運営に関する実証研究
－私立A大学を事例として－
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Empirical Study on the Management of the Faculty 
Meeting: A Case Study of A Private University

Takeshi TAKEI

Abstract

Faculty meetings play a critical role in enabling faculty members to discuss important 

issues, but there are few studies on the actual management of faculty meetings. This 

paper examines a faculty meeting based on the minutes of A private university. The paper 

focuses on four factors: agenda setting, the external environment, the internal environment, 

the management of the meeting, and examines the relationship between these factors and 

the time spent for the faculty meeting.

１．研究の背景と目的

近年、大学教育の改革／質向上という観点から、教学部門における意思決定（以降、教学系ガバ

ナンスと言う）の中心的機関である教授会の在り方について議論が行われている。経済同友会提言

「私立大学におけるガバナンス改革‐高等教育の質の向上を目指して‐」（2013）、さらには教育再

生実行会議の第３次提言（2013）において、教授会の役割に関する提言があったことは記憶に新し

く、また、中央教育審議会大学分科会組織運営部会においても、教授会の在り方が検討されている。

大学教育の改革／質向上は喫緊の課題であり、その解決策の一つとして、教授会の在り方を議論す

ることに異論はない。しかし、その運用実態は必ずしも明らかでなく、まずはその実証的な検証が

肝要といえる。

教授会に関する研究自体は少なくない。例えば関口（1969）、石井（1985）、堀江（1985）は、

教授会の自治とその理念、行動規範を明らかにし、新村（1989）、石井（1996）、笠原（1987）は、

教授会の自治と教員人事の関連性の重要性を説いている。江原（1973）、藤村（2008）は、大学教

授職の役割、機能、特性を明らかにするという視座から、教授会（管理運営業務）を考察し、両角・

小方（2012）、横井（2008）、羽田（2007）、林（2009）は、大学ガバナンスにおける教授会の位置

付けに論究し、中村（1990）、水野（1994）は、法令・規定などに基づき、制度的な側面から教授

会を整理している。
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これらは教授会の運営実態を理解する上で多くの示唆を与えるものだが、教授会を教学系ガバナ

ンスの視座から捉え、その運用実態を明らかにしたものとはいえない。本稿の目的は、大学の教育

の質向上に大きく関与すると思われる、教学系ガバナンスの中心的機関に位置づく教授会が、どの

ように運営され、どのような構造を有しているか、教授会開催時間を軸にして明らかにすることに

ある。

２．分析の枠組みと使用データ

会議体の運営実態を実証的分析した研究は少ないが、株主役会開催時間の規定要因に関する実証

研究として、胥・田中・森田（2012）があり、株式総会担当者に対するアンケート調査結果から、

株主総会の所要時間の規定構造を検証している。本研究では、これを手がかりに、教授会の運営実

態を明らかにするための分析枠組みを設定した（図表１）。

具体的には、運用実態を示す指標として “教授会開催時間” を設定、それを直接・間接的に規定

する要因として “議題要因”、“学部外要因”、“学部内要因”、“運用要因” の４つを設定し、各指標が

有する意義と、それらの指標がどのような相関関係を持つかを考察する。依拠したのは、私立A

大学学部教授会の近年11年間のデータである。この事例研究は、教授会一般の現状を明らかにする

ものではないが、これまで実証的に明らかにされてこなかった教授会運営の実態を知る１つの手掛

かりとなり得る。具体的には、A大学α学部2000年度～2010年度の教授会議事録から、運用実態を

捉えるために必要な事項を抽出し、データベース化を行った（2000年４月～2011年３月までの149

件が対象）。

運用要因議題要因

学部内要因学部外要因

学　　部長

学部内委員会

構成員（参加者）

連合教授会

各種委員会

他 学 部

法人・大学方針

学部内特定課題

学部内特定課題

教　育（審・報）

研　究（審・報）

運　営（審・報）

全　学（審・報）

教 授 会 開 催 時 間
（ 教 授 会 運 営 実 態 ）

図表１　分析の枠組み
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３．“教授会開催時間” について

３.１．指標 “教授会開催時間” の設定意義

藤村（2008）によれば、1992年および2007年の間に、私立大学教員の業務時間全体に占める管

理運営時間の中央値は、学期中は７％（週3.7時間）から10%（週5.3時間）へ、休暇中は４％（週1.7

時間）から８％（週４時間）へとそれぞれ増加している。さらにその増加要因を「事務系職員だけ

では対応できない」管理運営業務の増加に求めている。では、管理運営業務の一部である教授会の

開催 “時間” も増加しているのか、またその要因は何なのか。本稿では、教授会開催 “時間” を用

いて、その推移と増減要因を探ることで、教授会の運営実態を明らかにする。

３．２．教授会開催時間の推移

図表２に、教授会開催時間（年度別）に関する基本的な統計情報および総開催時間を示した。ま

ず記述統計量から、α学部教授会開催時間の11年間の推移を確認していく。年度別の総時間は40時

間25分～65時間48分、開催回数は12回～16回、年度別の平均時間は２時間41分～５時間13分で推

移している。実証的な調査ではないものの、教授会開催時間は「１回あたり４、５時間。長い時に

はそれ以上。」（森信 2000）との記述もあることから、これは平均的な時間と考えられよう。また、

年度毎のばらつき、最大値（最長時間）、最小値（最短時間）、範囲を見ると、ほとんどの教授会が

中央値付近に集中しているが、数件の教授会については外れ値であることが見て取れる。

2000-2010総開催時間（年度別）
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0:00-0:59

図表２　教授会開催時間（11年間の推移）



148 大学経営政策研究 第４号

次に2000－2010総開催時間（年度別）を見ると、記述統計量からも確認できるが、教授会年間

総開催時間は、年々減少傾向にあり1）、特に2009年および2010年の減少は著しい。但し、幾つかの

上下動があることも見逃すべきではない。総時間（年度別）のみから時間推移を説明することは難

しいが、この上下動に関しては幾つかの理由が考えられる。

例えば2001年（総時間65時間48分）、2002年（総時間64時間24分）の両年度は年間総開催時間が

長くなっているが、総開催時間グラフから、これらの年度は１回あたり７時間を越える教授会が存

在していることが分かる。先に指摘した外れ値である。実際、2001年度の９時間37分に及ぶ教授会

の議事経過を議事録から確認してみると、入試関連で長時間議論していた特殊なケースであった。

2003年度（総時間62時間44分）と2006年（総時間65時間45分）については、突出して長時間議

論された教授会はないが、４～５時間以上審議している教授会が多いため、総時間が長くなってい

る。年間総時間が短い2009年（総時間43時間５分）、2010年（総時間40時間25分）を見ると、４時

間以上審議している教授会がほぼ無い。１回あたり開催時間が短い教授会の件数が多い年度ほど、

教授会の年間総時間も少なくなっている。

このような推移は自然な増減と言うより、むしろ開催時間を規定する何らかの要因が働いている

と考えられる。しかし、“教授会開催時間” のみから知り得ることには限界がある。教授会の運営

実態を知るためには、この “教授会開催時間” がどのような要因で増減しているかを確認する必要

がある。

４．“教授会議題” について

４．１． 指標 “教授会議題” の設定理由

次に “教授会開催時間” を規定する要因を設定する。森田（2006）は、審議会に議長、また委員

として出席した自身の経験から、会議体一般に必要な運営実態とその技術について明らかにしてい

るが、運営におおける重要な要素の一つに “議題” を挙げる箇所が散見される。Birnbaum（1989）

が指摘するように組織文化論の視点から捉えた場合、会議を開催する目的は幾つかある。しかし、

“会して議する” ことが主たる目的とされる会議体の実態を明らかにするには、どのような議題を

設定し、何が議論されたのかを知ることは重要である。“議題” が “会議開催時間” に影響を与える

ことは容易に想像される。従って、本稿では、“議題” を “教授会開催時間” を規定する要因の一つ

として使用する。

中村（1990）は、９大学の教授会規程に基づき、教授会制度、議題項目を分析しているが、A大

学学部教授会規程でも、議題項目に大差はないことが分かる。そこで、議題の系統的な整理、具体

的には、A大学α学部2000年度～2010年度議事録から、各教授会における議題（審議・報告）を抽

出し、図表３のように教授会議事内容を分類し、その分類毎に議題件数をカウントしたデータを用

いる。

４．２．教授会議題の推移について

Ａ大学α学部における11年間の議題の推移を確認していこう。図表４には、議題件数と教授会時



149武　井　　　健2013年度

間の推移を大分類別に集計した。

議題の件数は全般的に増加傾向にある。但し完全な右肩上がりという訳ではなく、年度により上

下動がある。審議と報告を加えた最大件数は2007年度の499件、最少件数は2002年度の276件であ

る。2006年度以降は全て400件を超えているが、その内訳は年度により異なる。2006年度～2008年

度までは、全学横断（審議）の件数も多く、年間に占める割合も高い。2009年度～2010年度では、

教育（審議）や、学部運営（報告）の件数が多くなっているものの、飛び抜けて多い訳ではない。

2003年度も433件と多いだが、全学横断（審議）123件や、教育（報告）96件の件数が多く、年間

に占める割合も高い。このように、総件数と大分類別の議題件数との間に相関性を見出すことは難

しい。

また研究（審議）、研究（報告）の議題件数については、この11年間特に増減に規則性は見られず、

ほとんど審議を行っていないことも特徴である。専門分野が社会科学系であるα学部の事例に限定

されるが、研究活動に関する事柄は、所属機関全員で審議・報告すべき事柄というより、むしろ個

人に属する領域であることが想定される。

４．３．教授会議題件数と教授会開催時間との関係について

次に、教授会議題件数と “教授会開催時間” との関係について同じく図表4から確認する。これ

を見る限りでは、教授会議題件数と “教授会開催時間” との間に関係は認められない。むしろ議題

件数が多い年度ほど、開催時間は短いようにも見える。しかし、議題を “審議事項” と “報告事項”

に分けた図表５を確認すると、“審議事項” 議題件数と “教授会開催時間” の相関性が見えてくる。

確かに2001年度、2002年度は “審議事項” 議題が少ないのに、開催総時間は長く見える。しかし、

第３節で確認した通り、この２年間は１回あたり７時間を越える教授会が存在しているため、相関

性が無いように見えているのである。さらに2004年度の開催総時間が短いという事象についても審

議事項という視点で見れば説明が付く。つまり、実質的な議論を行う “審議事項” が、“教授会開

催時間” を規定しているのではないか。

図表３　教授会議事内容系統
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2000-2010議題件数・開催総時間（年度別）
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図表４　議題件数と教授会開催時間の推移

５．“学部外要因” について

５．１．指標 “学部外要因” の設定理由

　「ある問題群がある参加者群にイシューとして認識・統合され｣（橋本・丸山 2009）、“議題” は

設定される。直接的に “議題” が “教授会開催時間” に影響を与えるとするならば、“議題” を決定

する際の問題群は、間接的に “教授会開催時間” に影響を与えているといえよう。

では、学部において議論しなくてはならない問題群は何処に潜在しているのか。学部組織につい

て議論する機関であるため、学部内に問題群が所在するのは自然だが、これらとは別に、学部外に

も問題群が所在すると考えられる。例えば、当該学部の立場から見れば、他の学部の問題群、所属

している機関（大学、学校法人）が抱える問題群について当該学部でも議論する必要があろう。本

稿では、“学部外からの要因” を “教授会開催時間” を規定する要因の指標の一つとして使用する。

具体的にはA大学α学部2000年度～2010年度議事録から、学部外の問題群が学部の議論に影響

を与えたであろう “議題” を整理、収集した。連合教授会2）からの報告に関する “議題”、全学横断

委員会からの報告に関する “議題”、α学部と専門分野が近接するβ学部の新学科設置に関する “議

題”、大学・法人の長期計画・施設等に関する “議題”、を指標化したデータを用いて、考察していく。
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５．２．“学部外要因” と教授会時間との関係

図表６は、“学部外要因” が “教授会開催時間”（年度別）に直接的に与える影響をみたものである。

連合教授会からの影響については、議事録データの小分類項目である連合教授会報告事項の議題件

数を代理指標とした。しかし、連合教授会報告は定例で行われている報告事項であるため、11年間

で大きな変動はなく、“教授会開催時間” との関係を読み取ることはできなかった。

各種委員会からの影響についても、議事録データの小分類項目である各種委員会報告事項の議題

件数を代理指標とした。年々、各種委員会報告は増加する傾向にある。これは委員会そのものが増

加している証拠と言える。しかし、報告件数が増えるほど、年度毎の “教授会開催時間” は減少し

ているようにも見て取れる。各種委員会報告事項は、“教授会開催時間” とは関係がないか、ある

いは負の相関の可能性がある。

β学部新学科設置の影響については、α学部議事録中にβ学部改組が議題として掲載されている

場合、１カウントして代理指標とした。β学部改組の議論は、2006年度に集中しており、当該年度

の “教授会開催時間” も増加していることが読み取れる。単年度のみの事象のため確証は持てない

が、２変数が相関している可能性を示唆している。

Ａ大学新学部設置の影響についても、議事録中に新学部設置が議題として掲載されている場合、

１カウントして代理指標とした。新学部設置の議論は、2004年度に集中している。しかし2004年

度の “教授会開催時間” は周囲の年度と比べると相対的に少ない。新学部設置の議論は “教授会開

催時間” とは関係がないか、あるいは負の相関の可能性がある。

　Ａ大学教養教育部設置の影響についても、議事録中に部門設置が議題として掲載されている場

合、１カウントして代理指標とした。部門設置の議論は、2005年度に集中しており、2005年度の“教

授会開催時間” も相対的に多い。単年度のみの事象のため確証は持てないが、２変数が相関してい

る可能性がある。

　新規施設計画からの影響についても、議事録中に新規施設計画が議題として掲載されている場

合、１カウントして代理指標とした。Ａ大学新規施設計画については、2000年度～2004年度の長期

　2000-2010議題（審議）件数・開催総時間（年度別） 2000-2010議題（報告）件数・開催総時間（年度別）　　　　　　　 　
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図表５　議題件数（審議・報告別）と教授会開催時間の推移
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に渡り議論されているが、2002年度がピークとなっている。一方、同５年間の “教授会開催時間”

を見ていくと、ピークはややずれるが大凡その推移は一致しており、２変数が相関している可能性

を示唆している。

６． “学部内要因” について

６．１．指標 “学部内要因” の設定理由

第５節で説明したように、学部内に所在する問題群が構成員にイシューとして認識・統合された

場合でも、新たな “議題” として設定される。例えば、自ら学部の改革が必要となった場合などが

これに相当する。本稿では、“学部内からの要因” も “教授会開催時間” を規定する要因の一つとし

て使用する。具体的にはA大学α学部2000年度～2010年度議事録から、学部内の問題群が学部の

議論に影響を与えたであろう “議題” を整理収集した。α学部改組、カリキュラム改革等の “議題”

を指標化し、これを考察していく。

６．２． “学部内要因” と教授会時間との関係

同じく図表６から、“学部内要因” が “教授会開催時間”（年度別）に与える影響を考察する。α

学部新学科設置からの影響については、議事録中にα学部改組が議題として掲載されている場合、

１カウントして代理指標とした。α学部改組については、2003年度～2005年度にかけて議論され、

2000-2010総開催時間（年度別）× “学部外要因”
2000-2010総開催時間（年度別）× “学部内要因”
2000-2010総開催時間（年度別）× “運用要因”　

図表６　学部外・学部内、運用要因と教授会開催時間との関係３）
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2004年度がピークとなっている。一方、同３年間の “教授会開催時間” は、2004年度が最も少ない。

α学部改組は当該学部にとって重要な課題・問題であるはずだが、これらの２変数を比較する限り、

“教授会開催時間” とは関係がないか、あるいは負の相関をしている可能性がある。

α学部の学科カリキュラム改革からの影響についても、議事録中に学科カリキュラム改革が議

題として掲載されている場合、１カウントして代理指標とした。学科カリキュラム改革の議論は、

2002年度、2003年度に集中している。一方当該年度の “教授会開催時間” も相対的に多く、２変数

が相関している可能性を示唆している。

７．“運用要因” について

７．１．指標 “運用要因” の設定理由

会議体の実態を明らかにするためには、“議題要因” とは別に、どのように議事進行が行われて

いるのかという観点も欠かせない。森田（2006）は、会議の議長（座長）について、｢座長にも積

極的に運営しようというタイプ、そうではなく単なるまとめ役を果たすことが期待され、頼まれて

座長を引き受けているだけのタイプ｣があるが、｢理想的な答申を作成するために最も重要な要素

は、やはり座長の役割である｣としている。また、委員についても｢審議を効率的に進め、全員一

致の結論にもっていくためには、それらの委員の性格や会議での行動様式をしっかりと把握し、そ

れを踏まえて各自が行動することが大切である｣としており、会議運営において、議長の役割、参

加委員が重要な役割を担っていることが分かる。さらに学部運営を円滑にするため、学部独自の委

員会を設置し、そこで実質的な議論をするケースもあるため、これらも運用要素として考慮すべき

であろう。そのため、これらの “運用要因” にも着目する。

７．２．運用要因” と教授会時間との関係

学部長からの影響については、在任期間を代理指標とした。図表６からα学部歴代学部長在任中

の各年度の “教授会開催時間” を見ていくと、各学部長在任中の “教授会開催時間” について、己

学部長は１年分しか確認できていないが、それ以外の歴代各学部長については、在任中の２年間

のそれぞれの “教授会開催時間” がほぼ近似している。すなわち、歴代学部長が “教授会開催時間”

に対して影響を及ぼしていたと考えられる。

学部内委員会からの影響については、学部内委員会委員数を代理指標として確認することにし

た。2002年度には、のべ50名の構成員α学部から選出され、学部内委員として諸問題を議論してい

たことが分かる。一方の2002年度の教授会開催時間も相対的に多い年度と言える。しかし2004年

度についても、のべ47名の構成員が学部内委員会に関与していたのだが、同年の “教授会開催時間”

は相対的に多い年度とは言えない。学部内委員会委員数と “教授会開催時間” との関係はないよう

に見える。

構成員数については、各年度の専任教員数を用いた。新学科設立に伴い、2007年度～2010年度

に専任教員数は増加した。一方の “教授会開催時間” は、2007年度から徐々に減少している。出席

者・欠席者を考慮していないことに留意が必要ではあるが、構成員数は “教授会開催時間” とは関
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係がないか、あるいは負の相関をしている可能性がある。

８．教授会開催時間の規定要因分析

８．１．変数および検証の方法について

これまでは “教授会開催時間” と、その既定要因として想定した “議題要因”、“学部外要因”、“学

部内要因”、“運用要因” との関係について、個別に検討してきた。しかし、“教授会開催時間” を規

定する要因間の影響を取り除いておらず、どの要因の影響が強いかという課題も残っている。従っ

て、ここでは “教授会開催時間” を規定する要因について、重回帰分析を用いて統合的に検証して

いく。

まずは、変数の定義を行う。従属変数には “教授会開催時間” を、独立変数には４つの要因（“議

題要因”、“学部外要因”、“学部内要因”、“運用要因”）ごとに幾つかの代理指標を設定する。

“議題要因” には、図表３で示した中分類の議題件数を用いる。審議事項13項目、報告事項13項

目の計26項目である（中分類議題は合計32項目あるが、残りの６項目は後述する “学部外要因” の

指標として用いる）。本来であれば、課題件数ではなく議題ごとに費やした時間を用いることが望

ましいが、教授会議事録にはそれが記録されていない。その点に限界はあるものの、議題件数と教

授会開催時間の間に関連がある可能性は、第４節でも認められた。

“学部外要因” は、1.連合教授会、2.各種委員会（全学横断教授会）、3.他学部、4.法人・大学（経

営）方針（新学部設置、施設計画）の４つに細分化される。1.連合教授会と2.各種委員会（全学横

断委員会）の代理指標には、図表３の中分類レベルで集計した議題件数の一部を用いる。審議・各

種委員会（全学横断委員会）付託審議事項／審議・連合教授会付託審議事項／審議・全学横断審議

事項／報告・各種委員会（全学横断委員会）報告事項／報告・連合教授会報告事項／報告・全学横

断報告事項の６項目である。また、3.他学部と4.法人・大学（経営）方針の代理指標として、それ

ぞれダミー変数を用いる4)。

“学部内要因” は、1.α学部改組、2.α学部学科カリキュラム改革の２つに細分化され、それぞれ

ダミー変数を用いる5）。“運用要因” は、1.学部長（議長）、2.学部内委員会、3.教授会参加者の３つ

に細分化され、1.学部長（議長）の代理指標には、ダミー変数を、2.学部内委員会の代理指標には、

学部内委員会委員数（のべ数）を用いる。3.教授会参加者は、教授会議事録データの参加者数を用

いることにした。

続いて検証の方法だが、これまでに定義してきた独立変数群は、全部で45項目となる。第４節で

見てきた通り、研究に関する議題（審議・報告）はほとんどなく、“教授会開催時間” に影響を及

ぼす可能性は低い。また、定例的に報告される項目等についても、教授会時間の増減に影響を及ぼ

す可能性は低い。しかしながら、今回はそれらの独立変数が影響を及ぼさないことも確認するため、

2つの分析を試行する。まず、全ての独立変数を投入した重回帰分析を行い、教授会開催時間に影

響を及ぼす独立変数と影響を及ぼさない独立変数を確認する。次に、ステップワイズを用いた重回

帰分析を行い、教授会開催時間を規定する独立変数、最適なモデルを確認していく。
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８．２．教授会開催時間の規定要因について

⑴　分析の結果（モデル１）

まず、45項目の独立変数を全て投入した分析を試みる（図表７）。“教授会開催時間” に影響を及

ぼすものから確認していく。有意水準が１％未満であったのは、“学部外要因” では各種委員会（全

学横断委員会）報告事項、“運用要因” では学部長ダミー（丙学部長、戊学部長、己学部長）のみ

だった。また、有意水準が５％未満だったのは、“議題要因（審議）” ではカリキュラム／各科目、“議

題要因（報告）” では学部長・各種委員選出、“学部内要因” では学科カリキュラム改革議題ダミー、

“運用要因” では学部長ダミー（乙学部長、丁学部長）であった。

標準偏回帰係数を比べると、学部長ダミー群の高さが目立つ。また有意性はないが、偏回帰係数

が負の値を示す独立変数も見られる。“議題要因（審議）”における教育その他／賞罰／教員人事、“議

図表７　重回帰分析結果（モデル１）
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題要因（報告）” における教育その他／成績／入試／研究／教員人事／学部運営その他、“学部外要

因” における各種委員会（全学横断教授会）付託審議事項／全学横断報告事項その他／新学部設置

ダミー／総合教育部門設置議題ダミー／新規施設計画議題ダミー、“運用要因” における学部内委

員会委員数である。

結果から明らかなように、統計的に有意な独立変数は少ないが、その中にあって “運用要因” の

学部長ダミーの有意性は特筆すべきであろう。教授会の議事進行は、学部長（議長）によるところ

が大きいと言えそうだ。また、それらの “運用要因” を統制した上でも、“議題要因” や “学部外要因”

の一部が有意となっていた。この “議題要因” の有意性については、ステップワイズを用いたモデ

ル２で検証していくことにする。

また統計的に有意ではないが、“議題要因（審議）” の教員人事の偏回帰係数が負である点に言及

しておきたい。先行研究では教授会自治と教員人事との関係性が強調さていたため、当初は “教授

会開催時間” と教員人事は正の相関を示すと推測していた。この結果の背景には、採用人事プロセ

スを挙げることができるだろう。議事録で確認したところ、α学部では人事が起こる学部内に教員

人事委員会を設置し、まず審査委員が書類・面接による一次選考を行い、その選考結果に基づき、

教授会にて投票が行われ、採用が決定する。つまり、実質的な審議は人事委員会で行われるため、

負の値となった可能性が考えられる。

⑵　分析の結果（モデル２）

次にステップワイズを用いて、最適なモデルを確認する（図表８）。有意水準が１％未満の変数

は、“議題要因（審議）” の学部運営その他、“議題要因（報告）” の学部長・各種委員選出、“学部外要因”

の連合教授会報告事項、“学部内要因”のα学部改組議題ダミー／学科カリキュラム改革議題ダミー、

“運用要因”の学部長ダミー（乙学部長、丙学部長）／学部内委員会委員数、と大幅に増加した。また、

有意水準が５％未満になったのは、“議題要因（審議）” の各科目／卒業／入試、“議題要因（報告）”

の学籍異動／学部内委員会報告事項、“学部外要因” の全学横断審議事項その他／各種委員会（全

学横断委員会）報告事項であった。

標準偏回帰係数を比べると、やはり学部長ダミー群の高さが目立つが、このモデルでは学部内委

員会委員数や、連合教授会報告事項も相対的に高くなっている。また、統計的に有意ではないが、

偏回帰係数が負の値を示す独立変数も多少残っている。以下、４つの要因ごとに具体的に考察して

いく。

“議題要因（審・報）” で有意な変数は７項目あった。うち３項目は、審議・各科目（科目計画、

科目担当者等）／審議・卒業（卒業判定等）／審議・入試（判定、監督、出題配役等）という教育

関連である。α学部教授会では、常態時、入試から卒業まで幅広く学部教育関連に時間をかけて審

議をする傾向にあるといえる。解釈が困難な項目もある。一つは審議・学部運営その他である。こ

こに分類される議題は、学部の文書管理方法、講演会の予算支出、個人研究室の利用方法等、多

様な事項が含まれており、“教授会開催時間” への影響については解釈が難しい。もう一つは報告・

学部長・各種委員の選出である。ここに分類されるのは、学部内役割分担等に関する学部長からの

報告である。これがどのように “教授会開催時間” を規定するのか。議事録データによる統計的分
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析の限界である。

“学部外要因” で有意な変数は３項目あった。その内、連合教授会報告事項は１％有意であった。

委員会の経過状況を学部教授会で報告する慣習があるため、このような結果になったと考えられ

る。また５％有意ではあるが、各種委員会（全学横断委員会）も同様の理由によると考えられる。

このことから、α学部教授会では、情報の共有、特に全学横断的な課題・問題に関する情報の共有

に重点を置いているといえよう。

“学部内要因” で有意な変数は２項目、α学部改組と学科カリキュラム改革だった。いずれも教

育関連に関わる事項だが、学部にとって大きな変革を生み出す事業であるため、即時判断を下すこ

となく、慎重に審議を行っている様子が窺える。組織やカリキュラムといった学部内の特定課題・

問題が生じた場合、それらの解決に向けて慎重な審議を行っているといえよう。

“運用要因” で有意な変数は３項目で、その内２項目は学部長ダミーである。影響の度合いを示

す標準偏回帰係数についても他の独立変数と比較して高い（乙学部長）。モデル１でも指摘したが、

学部長（議長）の運営方法が教授会の開催時間に影響を与えていることが改めて確認された。また、

学部内委員会の委員数についても有意水準１％となった。学部内で生じた課題・問題が増えれば

（課題解決のために多くの委員が投入されれば）、“教授会開催時間”も増加する傾向にあるといえる。

９．まとめ

９．１．本稿の意義

本稿の目的は、大学の教育改革や質向上に大きく関与するであろう、教学系ガバナンスの中心的

機関である教授会が、どのように運営されて、どのような構造を有するか、その実態を実証的に明

図表８　重回帰分析結果（モデル２）
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らかにすることにあった。以下では、これまで明らかになった点を３点挙げることとする。

１点目は、教授会の運用実態を明らかにしたことである。“教授会開催時間” を運営実態の代理

指標とし、それを “議題要因” “学部外要因” “学部内要因” “運用要因” の４つの観点から考察し、

さらに重回帰分析等を用いて、各指標の関係について考察を行った。その結果、“教授会開催時間”

は、学部教育に関する議題、全学的情報の報告議題、議長の議事運営などの要因により規定されて

いる可能性を示すことが出来た。ただし、用いたデータの限界もあり、解釈が困難な指標も残され

た。

２点目は、教授会の運営実態を解き明かすための規定要因モデル（枠組み）及びモデルで用いた

指標の意義を提示したことである。本稿では、限的的なデータに依拠しつつも、幾つかの規定要因

の効果を明らかにすることが出来たが、むしろ重要なのは、このようなモデルや指標を提示するこ

とで、一般的な教授会運営実態の実証可能性を提起したことにある。教授会の在り方をめぐっては

今後も政策的な議論が進むと予想されるが、“教授会開催時間” “議題” “学部外・学部内要因” “運用

要因” が、それぞれ複雑に絡み合いながら教授会は運営されており、こうした複雑性を考慮した総

合的な議論が必要とされている。

３点目は、教授会運営実態を実証的に顕在化することが出来たこと自体である。本稿から得られ

た教授会運営実態に関する知見の多くは、大学人にとって至極当然と思われる事柄だったかもしれ

ない。しかし、この “至極当然な結果” が、これまで実証的に明らかにされてこなかったのである。

両角（2010）も指摘するように、「日本において大学の組織内部メカニズムまでふみこんだ実証的

研究はまだそれほど多くなく、明らかにすべき研究課題は山積している」ように思われる。本研究

が明らかにした事実は、大学組織・経営研究の発展に多少なりとも示唆を与えるものといえる。

９．２．今後への課題

もちろん、本稿では明らかにされなかった、もしくは十分に取り扱えなかった課題も幾つか残さ

れている。

１点目として、教授会運用実態の一般構造化への取り組みが必要だと考える。本研究は１事例の

考察であり、私立大学の学部教授会の一般的傾向を明らかにしたものではない。他大学の学部教授

会との差異は言うまでもないが、大学規模・歴史・立地等、類似条件が多い学内に設置されている

同大学の他学部にあっても、専任教員数、学問領域、学部内組織構造等に差異があるため、異なる

傾向が導き出される可能性がある。従って、より広くデータを収集し検証を行うことが必要といえ

る。

２点目として、研究方法の改善が必要だと考える。本稿では、主に議事録を用いて定量的な検証

を試みたが、このアプローチで明らかに出来た事柄には限界があると言わざるを得ない。重回帰分

析の結果の解釈が一部困難な箇所もあったし、組織文化論も考慮して教授会の本質的な機能も考察

すべきであり、そのためには定性的なアプローチも試みるべきであろう。

さらには、研究対象の拡大も必要と考える。教授会は、教学系ガバナンスの中心に位置する組織

であることは間違いないが、いわば狭義の意味で教学系ガバナンスについて検証してきたに過ぎな
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い。分析では、教授会の周辺組織として、連合教授会、各種委員会（全学横断委員会）等について

も一部扱ったものの、広義の意味で教学系ガバナンスを明らかにするには、これら教授会周辺機関

についてもより詳細に明らかにしていく必要があるといえよう。

注：

１）各年度総時間の間に差異があることを確認するため、一次元配置分散分析を試みた。結果、F

値5.78688、P値は0.0000で１％有意で差異があることが分かった。また、実施に際して等分散性

も確認している。バーレット検定ではP値が0.0001、ルビーン検定においても、P値は0.0069で

あった。

２）A大学連合教授会規程によると、連合教授会の設置目的を「教育及び研究に関する基本的事項

並びに各学部等間にわたる事項について審議し、連絡調整をはかる」とし、別に｢学部等との連

絡調整｣という条項も設けている。教学部門における学内調整機能を担う、“学部外要因” の１つ

である。

３）図表は、“教授会時間” 推移に、“学部外要因”、“学部内要因”、“運用要因” を表す補助線および代

理指標を追加したものである。本来、“学部外要因”、“学部内要因” が、直接的に “議題” 件数の

増加に影響を与えている、すなわち間接的に “教授会開催時間” に影響を与えることを示すべき

だが、ここでは、“学部外要因”、“学部内要因” が、“教授会開催時間” に直接的な影響を及ぼす可

能性を確認している。検証方法については今後の課題である。

４）重回帰分析では、“学部外要因” が、直接的に “教授会開催時間” に与える影響を検証している。

従って、間接的に “議題” に及ぼす間接的効果まで含めると、この “学部外要因” が “教授会開

催時間” に与える影響はさらに大きくなる可能性がある。検証方法については、今後の課題とし

たい。

５）“学部内要因” についても、上記４）に示した “学部外要因” の検証方法と同様の課題が残され

ているといえる。
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